
ＮＰＯ・ボランティアとの協働事業等に関する調査
（令和２年度福島県実施事業）

福島県企画調整部文化スポーツ局文化振興課



【集計表の記載について（凡例）】

　　　　■ 協働事業等の形態（複数選択可） 　■ 協働事業等を実施した機関
記号

A

E

Ｉ

　　　　■ 協働事業等を実施した理由（３つまで回答） 　　 ■ 協働事業等を実施した成果（結果）（３つまで回答）
番号

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

経費節減（予算削減）が期待できたため 11 その他　（具体的に記載）

その他　（具体的に記載）

ＮＰＯ等との協働により職員（行政）の意識啓発が期待できたため 9 当初に想定していた事業効果は得られなかった

ＮＰＯ等との協働自体を事業目的としたため 10 不成功に終わった、事業実施に至らなかった

ＮＰＯ等からの依頼があり、行政として協力する必要があると判断したため 7 ＮＰＯ等との協働により職員（行政）の意識啓発が進んだ

ＮＰＯ等の関係者との人的なネットワーク構築が期待できたため 8 経費の節減に結びついた

事業（政策）目的を達成するためにＮＰＯ等を支援する必要があったため 5 ＮＰＯ等の関係者の意見を反映して実施することができた

ＮＰＯ等の関係者の意見を反映して実施する必要があったため 6 ＮＰＯ等の関係者との人的なネットワークが構築できた

ＮＰＯ等（住民）の参画により、地域が活性化することが期待できたため 3 ＮＰＯ等（住民）の参画により、地域の活性化に結びついた

ＮＰＯ等の活動や取り組んでいる事業に有意性があると判断したため 4 ＮＰＯ等を支援するという事業（政策）目的が達成できた

ＮＰＯ等が有する専門的なノウハウや先駆性を活かせる事業内容であったため 1 ＮＰＯ等が有する専門的なノウハウや先駆性を活かした事業実施ができた

住民ニーズに沿ったきめ細かなサービス提供や、相乗的な効果が期待できたため 2 住民ニーズに沿ったきめ細かなサービスが提供できた

Ｈ 事業協力
行政とＮＰＯ等が役割を分担して、特定の事業又は活動等をともに行うもの。（共催・事業
委託ではないが、両者が協力して行う内容のもの。例えば、地域での清掃活動、イベントの
開催、施設運営や地域等においてボランティアの協力を依頼するものなど）

その他 前各項目以外のもの。（例：ボランティアを養成する講座・研修会等の開催等）

理　　　　由 番号 成　果 （ 結 果 ）

F 補　助
ＮＰＯ等が行う事業や活動等に対して、補助金・助成金・貸付金等により資金面からＮＰＯ
等を支援するもの。

Ｇ 後援・推薦
ＮＰＯ等が取り組む事業等に対して、行政としてその事業の有意性を評価していることを表
し、社会的な信頼性を高めることに資する内容のもの（表彰も含む）。

D 政策提言
行政の施策又は事業実施の方向性等に対して、ＮＰＯ等から独自の企画や代案等の提案を受
け、その内容に関して検討を行う内容のもの。

F 本庁課（室）、出先機関及び県外郭団体等

事業委託 行政が実施する事業等について、ＮＰＯに当該業務を委託するもの。

県外郭団体（県出資の財団法人等）

C
情報交換・
意見聴取

計画策定等の際にＮＰＯ等から意見を聴く検討会、情報共有を目的とした研究会・ワーク
ショップ・懇話会、相互の意見交換を前提とした説明会の開催など、ＮＰＯ等からの意見聴
取又は情報共有を目的とするもの。

D 本庁課（室）及び出先機関

E 本庁課（室）及び県外郭団体等

共　催
ＮＰＯ等と行政がともに主催者（事業主体）となり、共同（連名）で企画、事業運営を行う
もの。

A 本庁課（室）

B
実行委員会・

協議会
ＮＰＯ等と行政で構成された実行委員会・協議会等が主催者（事業主体）となり、企画、事
業運営を行うもの。

B 出先機関

C

　　 集計表の項目については、次の区分のとおり。

形　　態 記号 区　　分



87件

NO． 部局名 課名

総務部
【その他】 【その他】

3 4 8 3 4 6

9

なこその希望プロ
ジェクト2021

NPO法人勿来まちづくりサポートセンターとの共同主催で、
来場者が、東日本大震災で犠牲となった方々に対し哀悼の
意を表し、復興への思いを新たにする趣旨のイベントを開催
する。

0 A(共催）
Ｂ（出先機

関）

11

総務部
【その他】
部内協議及びプロポーザルの結果、委託先が
NPO等ではなく民間企業に決定した。

【その他】
部内協議及びプロポーザルの結果、委託先
がNPO等ではなく民間企業に決定した。

震災の犠牲者への哀悼の意を表すると共に、会津地方から
復興への想いを伝える場を創出するため、キャンドルナイト
（仮）を実施する。 0

3

Ｂ（出先機
関）

12

4

F(補助)

E(事業委託)

F(補助)

200

18,426
Ｂ（出先機

関）

1

県民広聴室

県北地方振興局

県中地方振興局

県南地方振興局

会津地方振興局

南会津地方振興局

いわき地方振興局

総務部

総務部

総務部

総務部

総務部

総務部

会津地方振興局

【その他】

1 41 4

3 4

【その他】 【その他】

4

高齢者への移動
販売及び、首都
圏イベントでの地
場産品ＰＲ事業

交通手段のない表郷地区の高齢者世帯・一人暮らし世帯を
対象に生活必需品の買い物支援、及び県外のイベントで地
場産品をＰＲし、地域の活性化を図る。 424

Ｂ（出先機
関） 【その他】

238
Ｂ（出先機

関）

E(事業委託)

1

事業数

2

事業名
決算額
（千円）

事業形態

以下の事業を実施する北方領土返還要求運動福島県民会
議の事務局を運営（他団体事務）するとともに、運営費の一
部を負担する。・北方領土返還要求運動に関する各種情報・
資料の収集及び交換 ・北方領土返還を促進するための啓
発活動 ・県民大会、講演会、研修会、地方集会等の開催
・その他目的達成に必要な事業

B(実行委員
会・協議会）

F(補助)

4 5

総務部

3 4 5

【その他】【その他】Ａ(本庁課・
室）

3

1 4

【その他】

【その他】

1

【その他】

4

1 3

【その他】

【その他】

3 4 1

Ｂ（出先機
関）

【その他】

E(事業委託)

H(事業協力)
Ｂ（出先機

関）

4

【その他】

【その他】

3

1 4

高野 癒しの里プ
ロジェクト

南会津町高野地区の豊かな地域資源をいかし、都会の方や
外国人等の来訪者に日本の原風景を提供することにより、
長期滞在や移住・定住への足掛かりとするため、旧道・古道
や山小屋、広場の整備・保全等を行うとともに、ウォーキング
やサイクリング等の各種イベントを実施する。

1,342

3

「 3.11 ふ くしま追
悼復興祈念行事
in会津」運営業務

20,966
Ｂ（出先機

関）

持 続 可 能 な 「 地
域、暮らし」を創
るめだかのがっこ
うプロジェクト～
紡ぎ合う、響き合
う里、りょうぜん
～中級編

地域の少子高齢化が加速度的に進行している現状を踏ま
え、地域の課題に積極的にチャレンジして、担い手となる人
材を育成する。

1

6

北方領土対策事
業

会津地域の魅力を効果的にPRし、より広域的に周遊してい
ただくために地域との連携を図りながら、戦略的な情報発信
及び広域観光の推進を図る。

人材育成・ロード
バイクを活用した
誘客事業

原子力発電事故の影響による風評の払拭は、依然喫緊の課
題となっているため、地域資源の掘り起こしや観光をはじめ
とした地域情報の収集・発信を実施する。
また、持続的な地域づくりのため、各地域に根ざして活動す
る人・団体とのネットワークを構築し、ネットワーク参加者が
協働で実践する取組として、ロードバイクを活用した誘客を
行い、交流人口の拡大を図る。

5

いわき地域の復
興と未来への希
望をつなぐ大交
流事業

地元住民、被災者等及び被災者等支援団体等の多様な主
体の情報共有、相互交流による相互理解の促進や連携強化
のため、ワーキンググループ及び大交流フォーラム（成果報
告会）を実施する。

6,628

7

8

会 津 観 光 再 興
キ ャ ン ペ ー ン 事
業

■令和２年度福島県協働事業等の実施事業

成 果 （結 果）実施機関 理　由事業概要

1 3 1 3 6

いわき地方振興局



NO． 部局名 課名事業名
決算額
（千円）

事業形態 成 果 （結 果）実施機関 理　由事業概要

10

地域コミュニティ
強化事業

地域コミュニティの強化と共助の仕組みづくりに向けて、モデ
ル地区を対象に、住民自ら が取り組む「地区防災マップ」及
び 「地区防災計画」の作成を支援する。（特非）福島県防災
士会の協力を得て、令和元年度にマップを作成した3地区で
地区防災計画を作成する。

741
Ａ(本庁課・

室）
H(事業協力) 災害対策課

11

「水との共生」出
前講座

団体等の要望に応じて各種講習会や勉強会などに講師を派
遣し、水環境保全活動などに取り組んでいる団体等を支援
する。 63

1 3 4 1 3

5 8 4 6

危機管理部【その他】 【その他】

4

企画調整部
【その他】 【その他】

12

ふるさとふくしま
交流・ 相談 支援
事業（ 県外 避難
者支援団体への
補助）

県外に避難している県民が避難先で安心して暮らし、本県へ
の帰還や生活再建につながるための取組を行う支援団体へ
助成する。
［主な補助内容］
　○避難者交流会の開催
　○避難者戸別訪問の実施
　○本県の現状を知るための県内での交流会等の開催

262,442 F(補助)

Ａ(本庁課・
室）

Ａ(本庁課・
室）

2 4 5 2 4 5

企画調整部
【その他】 【その他】

13

ふるさとふくしま
交流・ 相談 支援
事業（ 復興 支援
員の配置）

県外駐在員とともに避難者に対する戸別訪問や相談対応等
を行う復興支援員を設置し、避難者の個別具体的な課題に
対応する。
［主な活動内容］
　○避難者に対する戸別訪問の実施による傾聴
　○避難者が抱える課題傾向の把握及び解決のための
　　  役割整理
　○適切な相談窓口等への案内
　○他の避難者支援を行う枠組との連絡調整
　○避難者支援情報の収集及び提供

49,427 E(事業委託)
Ａ(本庁課・

室）

1 2 5 1 2 5

企画調整部

【その他】 【その他】

14

ふるさとふくしま
交流・ 相談 支援
事 業 （ 全 国 的 な
避難者支援ネット
ワークを活用した
支援）

全国的な避難者支援ネットワーク組織を利用して、全国各地
で避難者支援を行う民間団体等と連携し、避難者が抱える
課題の解決や、帰還・生活再建につなげる。
［主な取組］
　○避難者支援ネットワーク組織を活用した避難者支援
　○避難者と支援団体とをつなぐ取組の実施
　○復興支援員等への研修の実施

13,830 E(事業委託)
Ａ(本庁課・

室）

1 5 6 1 5 6

企画調整部
【その他】 【その他】

15

ふるさとふくしま
交流・ 相談 支援
事業（ 避難 者相
談・交 流会 開催
等の支援）

県外避難者が避難先で今後の帰還や生活再建を相談でき
る場の提供や、本県が出席する談会・交流会・説明会を開催
し、今後の帰還や生活再建を判断するために必要な支援を
行う。
［主な取組］
　○県外避難者が避難先で直接相談できる「生活再建支
　　　援拠点」の設置（全国26カ所）
　○全国各地で県外避難者へ当県の支援策の情報等を
　　　提供する相談会・交流会等の開催
　○ふくしまの今とつながる相談室「ｔｏｉｒｏ」開設
　○福島の現状などを伝える人材派遣
　　　（「toiro」業務の一環）
　○帰還希望者等が古里に馴染めるような支援や県内の
　　　支援の取組を調査し、それらを取りまとめて情報提供
　　　する。

189,318 E(事業委託)
Ａ(本庁課・

室）

1 2 5 1 2 5

企画調整部

【その他】 【その他】

5 2 4 5

16

ふるさとふくしま
交流・ 相談 支援
事業（ 県内 避難
者・帰還者を支援
する団体へ補助）

県内に避難している県民や避難指示解除等により帰還した
県民が、主体的に参加し、人とのつながりや生きがいを持つ
ための取組を行う支援団体へ助成する。
［主な補助内容］
　○災害公営住宅等での交流会の開催
　○避難者や帰還した母親たちの交流を図る取組
　○心のケアを目的とした戸別訪問の実施

177,835 F(補助)
Ａ(本庁課・

室）
企画調整部

【その他】 【その他】

2 4

復興・総合計画課

避難者支援課

避難者支援課

避難者支援課

避難者支援課

避難者支援課

I（その他）



NO． 部局名 課名事業名
決算額
（千円）

事業形態 成 果 （結 果）実施機関 理　由事業概要

2 1 2

17

生活拠点コミュニ
ティ形成支援事
業

NPO等民間団体に委託し、復興公営住宅入居者同士や周辺
住民との交流等を担うコミュニティ交流員を復興公営住宅に
配置し、コミュニティの維持・形成の支援を図る。 206,706

Ａ(本庁課・
室）

企画調整部
【その他】 【その他】

1

生活拠点課

18

アートによる新生
ふくしま交流事業

被災地である浜通りの地域住民とともに元気な浜通りの復
活と絆、誇り、生きがいを取り戻すための取り組み、また福島
の未来を担う子どもたちの創造性や感性を豊かにするため
の取り組みとして、アートを活用した事業展開を行う。

10,849
Ａ(本庁課・

室）

1 3 8 1 3 5

企画調整部【その他】 【その他】E(事業委託)

1 6

19

「地域のたから」
民俗芸能総合支
援事業

震災により被災した民俗芸能等に発表の機会を提供、地元
等での披露を支援することにより、担い手の意欲を高め、存
続の危機にある民俗芸能の継承・発展を図る。 17,564

Ａ(本庁課・
室）

E(事業委託)

20

チャレンジふくし
ま県民運動推進
事業

「健康」をテーマとした県民運動を推進していくことにより、県
民一人一人が健康に興味・関心を持ち、心身ともに「健康」に
なる取り組みを実践していく環境を整え、心身の健康の維
持・増進を図るとともに、行政や企業、その他の団体等も一
体となって取り組んでいくことで、地域の盛り上がりや交流の
拡大を図る。

30,874
Ａ(本庁課・

室）

1

【その他】

2 3 5 2 3 5

企画調整部
【その他】 【その他】

4 8

企画調整部【その他】

21

ふるさと・きずな
維持・ 再生 支援
事業（委託）

補助対象事業の申請書類の確認、運営委員会の開催準備、
採択団体への各種通知、アンケートのとりまとめ、活動・会計
現地調査、成果報告書の作成、活動報告交流会の開催等の
業務を委託する。

4,716
Ａ(本庁課・

室）

1 2 5 1 2 4

【その他】 【その他】

22

ふるさと・きずな
維持・ 再生 支援
事業運営委員会
（補助）

東日本大震災による原子力災害に係る本県の風評被害対
策の取組や震災を契機とした本県の復興支援の取組又は本
県の復興・被災者支援を行うＮＰＯ法人等の取組をサポート
する中間支援活動を行うＮＰＯ法人等による取組に対し、補
助金を交付する。

84,259
Ａ(本庁課・

室）

23

NPO、企業、学生
等との連携・協力
事業

復興・被災者支援活動や地域課題に取り組んでいるＮＰＯ法
人と、それらの社会貢献活動に関心のある民間企業等の協
働推進を図るため、ＮＰＯに対する事前学習会やマッチング
の場の開催等を業務委託する。

5,409
Ａ(本庁課・

室）

1

E(事業委託)

6 8 1 2 4

企画調整部【その他】 【その他】

2 5

企画調整部
【その他】 【その他】

24

NPO運営力強化
支援事業

ＮＰＯ法人による自立的かつ継続的な活動の支援として、ふ
くしま地域活動団体サポートセンターを設置し、各種講座の
開催や特定非営利活動に関する相談窓口の設置、特定非
営利活動促進法の申請・届出の審査等を業務委託する。

12,966 E(事業委託)
Ａ(本庁課・

室）

1

1 2 8 1 2 5

企画調整部 文化振興課【その他】 【その他】

25

NPO法人制度促
進事業

NPO法人を訪問し、意見交換を行い、NPO法人の実態を把
握することを通して、NPO法人制度の理解・普及を図る。

21
C(情報交
換・意見聴

取)

Ａ(本庁課・
室）

6 8 9 1 6 7

企画調整部 文化振興課
【その他】 【その他】

26

チ ャ レ ン ジ イ ン
ターンシップ事業

チャレンジインターンシップの団体・学生募集やインターン活
動の実施状況確認、活動終了後の活動報告会、活動報告書
の作成などの運営業務を委託する。 8,576 E(事業委託)

Ａ(本庁課・
室）

1 5 1 4 5

企画調整部 文化振興課
【その他】 【その他】

文化振興課

文化振興課

文化振興課

文化振興課

文化振興課

文化振興課

3 4 2 3

27

ふくしま海洋科学
館の運営

ふくしま海洋科学館の運営に関してボランティアの協力を求
め、活動の場を提供する。

0

Ｃ（県外郭団
体（県出資
の財団法人

等））

企画調整部
【その他】 【その他】

生涯学習課

2

E(事業委託)

H(事業協力)

E(事業委託)

F(補助)

1 2 4

企画調整部

H(事業協力)



NO． 部局名 課名事業名
決算額
（千円）

事業形態 成 果 （結 果）実施機関 理　由事業概要

8 10

生活環境部【その他】 【その他】33

地球体験キャラ
バン

ふくしま青年海外協力隊の会の協力を得ながら、学校や公
民館等において、開発途上国を中心とした世界の国々の
様々な文化や価値観を小中学生に紹介する。
※令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響により中
止。

0
Ｅ（本庁課・
室及び県外
郭団体等）

1 2

28

スキーリゾートふ
くしま創造会議

2009年フリースタイル世界選手権猪苗代大会を開催した成
果を将来に継承し、本県ウインタースポーツの振興を図ると
ともに、スキー客の増加による磐梯、猪苗代地域の活性化を
図る。

0 H(事業協力)

G（本庁課・
室、出先機
関及び県外
郭団体等）

3 10 1 3 5

企画調整部
【その他】 【その他】

29

福島県障がい者
総合体育大会開
催事業

障がい者がスポーツを通じて、心身の健康維持・増進を図る
とともに、積極的な社会参加意識と社会自立を促進し、併せ
て、県民の障がい者に対する理解を深めることを目的とす
る。

403 E(事業委託)
Ａ(本庁課・

室）

1 4 11 10

企画調整部

企画調整部
【その他】 【その他】

30

スポ・ボラレガ
シー化事業

2020年東京オリンピック・パラリンピック大会（以下、東京大
会という。）を契機に、スポーツボランティア（以下、スポ・ボラ
という。）に関心の薄い県民やスポ・ボラを必要とする団体等
に情報提供を行い、スポ・ボラの裾野拡大を図るとともに、東
京大会後もスポ・ボラ参加者が継続的に参加できる体制を構
築する。

0
Ａ(本庁課・

室）

1

【その他】 【その他】

スポーツ課

スポーツ課

スポーツ課

10 10

31

福島県レガシー
創 出 大 交 流 ス
テップアップ補助
金

東京オリンピック・パラリンピック競技大会を契機として、官民
連携によるレガシー創出に向けた市町村又は民間団体の取
組に対して補助する。 2,034 F(補助)

Ａ(本庁課・
室）

オリンピック・パラリン
ピック推進室

32

民間団体支援事
業

男女共同参画の推進を目的としてNPO等が自主的に実施す
る事業を公募し、企画・広報等の協力を行う。

177

Ｃ（県外郭団
体（県出資
の財団法人

等））

3 5 1

10 2 5 6

企画調整部
【その他】 【その他】

3

34

地球にやさしい”
ふくしま”県民会
議事業

県民・事業者・行政等のあらゆる主体が共通認識を持ち、環
境保全の取組について協議し具体的な行動に結び付けるた
め、「地球にやさしい”ふくしま”県民会議」を運営するととも
に、各種事業を共同して実施する。

602 A(共催）

2

Ｄ（本庁課・
室及び出先

機関）

1

生活環境部

E(事業委託)

2 3 1 2

2

3

1 2

生活環境部
【その他】 【その他】

35

温暖化防止にみ
ん なで取り組む
「福島議定書」事
業

温室効果ガス排出量の伸びが大きい民生部門における二酸
化炭素排出量の削減を図るため、学校や事業所等での取り
組みを促進するとともに家庭や地域での実践を促す。 5,570

A(共催）

36

エコチャレンジ事
業

家庭における節電・節水などの身近な省エネ活動（「福島エ
コ道」）の実践をとおし、活動の一層の促進を図る。

2,816

A(共催）

Ｄ（本庁課・
室及び出先

機関）

1 2

31 2 3 1

3

【その他】 【その他】

生活環境部

E(事業委託)
【その他】 【その他】

37

ふくしまサイエン
ス コ ミ ュ ニ ケ ー
ター養成講座

県内の高校生や大学生等を対象として、放射線、自然環境、
再生可能エネルギー等に関する講義や体験研修等を実施
することにより、それらについて正しく理解し説明することが
できる人材を育成する（年間講座：全12回）。

6,983

Ｄ（本庁課・
室及び出先

機関）

3

38

コミュタン福島ボ
ランティア運営・
推進関係

コミュタン福島ボランティアスタッフを募集するとともに、コミュ
タン福島において開催する各種イベントでの工作教室等の
活動に対して支援をいただく。 260

Ｂ（出先機
関）

3

I（その他）

H(事業協力)

生活環境部

12 3 11

【その他】
コミュタン福島ボランティアスタッフの確保も目的
としている

【その他】
受講者に対してコミュタン福島ボランティア説
明会に関する周知を行った。

生活環境部
【その他】 【その他】

Ｂ（出先機
関）

3 8 10 3 6

環境共生課

環境共生課

環境共生課

環境創造センター

環境創造センター

E(事業委託)

H(事業協力)

国際課A(共催）

生活環境部 男女共生課
【その他】 【その他】

5



NO． 部局名 課名事業名
決算額
（千円）

事業形態 成 果 （結 果）実施機関 理　由事業概要

7

生活環境部
【その他】 【その他】

コロナウイルス感染症の影響により実施せ
ず

44

クマガイソウの里
まつり

クマガイソウの群生地を一般に公開することにより、盗掘被
害防止とともに、自然環境や絶滅危惧種の保全活動への理
解を広めることを目的として実施している。 0

Ａ(本庁課・
室）

4
G(後援・推

薦)

生活環境部【その他】サポーターの知識向上を図ることによ
り、日々の活動の中で得られる情報が多くなるこ
と、県へ提供される情報がより信頼性のあるも
のとなることが期待される。

【その他】
コロナウイルス感染症の影響により実施せ
ず

生活環境部
【その他】 【その他】

コロナウイルス感染症の影響により実施せ
ず

43

福島県野生動植
物 保 護 サ ポ ー
ター研修会

野生動植物の保護に関する意識の高揚を図るため、県内の
野生動植物の情報提供や自然保護活動へ参加するなどの
ボランティア活動を行う、「野生動植物保護サポーター」を募
集し、登録者の知識向上のため、研修会を開催する。

79
Ａ(本庁課・

室）

12

4 5 7 10

41

植生復元事業 東吾妻山等において、登山者による踏み付けなどにより発
生したの植生の荒廃地を、ボランティア団体と協働で現地調
査と植生復元作業を実施する。 0

Ａ(本庁課・
室）

C(情報交
換・意見聴

取)

40

地域ぐるみ監視
体制づくり支援事
業

廃棄物の不法投棄防止の意識の醸成、地域住民・住民団体
等による日常的な不法投棄監視体制づくりに関する事業を
支援する。 303

Ｂ（出先機
関）

39

第4回 環境 創造
シンポジウム

震災からこれまでの状況について振り返り、福島県内で環境
回復・環境創造のために活動する様々な団体の取組を紹介
するとともに、外部有識者等とのパネルディスカッションを行
うことで、県の復興の状況を広く周知し、県民とともにこれか
らの県の未来について考えることを目的とする。

5,187

3 4

生活環境部【その他】 【その他】

1 8 10 1 6

生活環境部 産業廃棄物課
【その他】 【その他】

Ａ(本庁課・
室）

3 4 5

5

42

自然保護対策事
業

自然公園及び自然環境保全地域の保護と適正な利用のた
め、自然保護指導員を配置し、定期的な巡視と一般利用者
への指導等を行う。 8,418

Ｆ（出先機関
及び県外郭

団体等）
生活環境部

【その他】 【その他】

45

猪苗代湖・裏磐
梯湖沼水環境保
全対策推進協議
会運営事業

猪苗代湖及び裏磐梯湖沼群流域の事業者団体、住民団体、
市町村、国、県等で組織する同協議会が行う普及啓発、「き
らめく水のふるさと磐梯」湖美来基金事業等の各種水環境保
全活動に参加するとともに、運営費（一部）を負担する。

1,004
Ａ(本庁課・

室）

46

猪苗代湖水環境
保全活動実践事
業（紺碧の猪苗
代湖復活プロ
ジェクト会議）

会議やワークショップを開催し、ボランティア相互の情報交換
やコーディネートを行う。

7,375

Ｄ（本庁課・
室及び出先

機関）

3

48

猪苗代湖水環境
保全活動実践事
業（漂着水草回
収等への支援）

猪苗代湖流域で漂着水草回収、刈り草の回収等の実践活動
を行うボランティア、農業者に対して、資材の貸し出しによる
支援を行う。

Ａ(本庁課・
室）

8 3 6 8

生活環境部【その他】 【その他】

3

生活環境部【その他】 【その他】

47

猪苗代湖水環境
保全活動実践事
業（ボランティア
清掃等の実施）

猪苗代湖流域で事業者、住民団体、ボランティア等とともに
清掃活動等を実施する。 Ｄ（本庁課・

室及び出先
機関）

3

3 6

4 3

生活環境部
【その他】 【その他】

4 5 4

【その他】 【その他】

49

福島県福祉サー
ビス第三者評価
事業

社会福祉事業者の提供する福祉サービスの質の向上を図る
ため、県はNPO法人等を第三者評価機関として認証し、公
正・中立な機関として専門的かつ客観的な立場から評価を行
い、第三者評価の受審を促進する。

0
Ａ(本庁課・

室）

1 12

環境創造センター

1 5 11

保健福祉部
【その他】
NPO法人を福祉サービス第三者評価機関として
認証しているため。

【その他】
特別養護老人ホームや保育所など、10件の
第三者評価を行った。

福祉監査課

自然保護課

自然保護課

F(補助)

H(事業協力)

I（その他）

I（その他）

自然保護課

5

自然保護課

B(実行委員
会・協議会）

C(情報交
換・意見聴

取)

H(事業協力)

F(補助)

水・大気環境課

水・大気環境課

水・大気環境課

水・大気環境課生活環境部

G(後援・推
薦)



NO． 部局名 課名事業名
決算額
（千円）

事業形態 成 果 （結 果）実施機関 理　由事業概要

2 8 11

保健福祉部
【その他】 【その他】

コロナウィルス感染症感染拡大防止のため
実施せず。

保健福祉部
【その他】 【その他】

コロナウィルス感染症感染拡大防止のため
実施せず。

60

人材育成に関す
るワーキンググ
ループ

会津障がい保健福祉圏域内における障がい福祉に従事す
る者の資質向上等を目指して、事業所等の関係機関が構成
員となり、課題等について検討を行う。 0

B(実行委員
会・協議会）

Ｂ（出先機
関）

1

1 2 8 11

59

就労に関する
ワーキンググ
ループ

会津障がい保健福祉圏域内における障がい者の就労に関
する課題解決を目指して、事業所・支援学校・教育事務所・
市町村等の関係機関が構成員となり、課題等について検討
を行う。

0
B(実行委員
会・協議会）

Ｂ（出先機
関）

2 8 11

保健福祉部
【その他】 【その他】

コロナウィルス感染症感染拡大防止のため
実施せず。

保健福祉部【その他】 【その他】
令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡
大防止のため、難病医療相談会を実施でき
なかった。よってボランティア団体との連携を
図れなかった。

58

事業所に関する
ワーキンググ
ループ

会津障がい保健福祉圏域内における障がい者の地域生活
への円滑な移行及び地域への定着を目指して、各事業所・
医療機関等の関係機関が構成員となり、課題等について検
討を行う。

0
B(実行委員
会・協議会）

Ｂ（出先機
関）

1

2 3 8 11

57

難病ボランティア
育成支援事業

難病患者及び家族が安心して地域で生活するために、地域
住民等の支援を得ることができる地域づくりを推進する。ボラ
ンティア団体に当所で実施する難病医療相談会に協力を求
め活動の場を提供し、併せてボランティアの研修機会とす
る。

0 H(事業協力)
Ｂ（出先機

関）

11

51

飼い犬等のしつ
け方教室

動物愛護ボランティアの協力を得ながら、動物愛護センター
及び同支所の職員が犬や猫に関する習性等の正しい知識
やしつけ方について飼い主等の指導を行う。 0

Ｂ（出先機
関）

10

50

保健福祉部
【その他】

動物愛護ボラン
ティア育成事業

動物愛護センター、同会津支所及び同相双支所において、
動物愛護ボランティア育成講習会を開催し、動物の愛護と適
正飼養を普及啓発する「動物愛護ボランティア」を養成すると
ともに、その活動を支援し、人と動物の共生を促進するため
に、当該ボランティア登録者の協力を得ながら、動物愛護関
係事業を実施する。

85

3 1

保健福祉部【その他】　ボランティアの育成が目的 【その他】 新たなボランティア登録者を確保
できた。動物愛護関係事業の実施にあたり、
ボランティアの協力を得ることができた。

12

【その他】

52

小学校への獣医
師派遣事業

動物愛護ボランティアと共に、動物愛護センター及び同支所
の獣医師が小学校を訪問し児童等に対して、動物の愛護と
学校飼育動物の正しい飼い方、ペットなどの身近な動物の適
正飼養について指導を行う。

0

Ｂ（出先機
関）

1 3

保健福祉部
【その他】 【その他】

53

「ダメ。ゼッタイ。」
福島県普及運動

「6・26国際麻薬乱用撲滅デー」に合わせて実施する予定で
あった「ダメ。ゼッタイ。」福島県普及運動6・26ヤング街頭
キャンペーンについては、新型コロナウイルス感染拡大防止
のため中止となったが、「ダメ。ゼッタイ。」国連支援募金活動
のみ実施した。

0

A(共催）

Ｂ（出先機
関）

1

3 3

3 1 3

保健福祉部
B(実行委員
会・協議会）

【その他】 【その他】

54

「地域で育む」薬
物乱用防止意識
醸成事業

大学生ボランティアによる企画会議が行われ、同世代の若
者や小中学生等を対象にした啓発資材について検討し、
リーフレット等を作成した。令和2年度の啓発活動は新型コロ
ナウイルス感染症の影響で中止となったが、今後の啓発活
動の際に活用する。

498

Ｄ（本庁課・
室及び出先

機関）

保健福祉部【その他】 【その他】

55

ひ とり親家 庭等
生活支援事業

ひとり親家庭等が交流や情報交換を実施するとともに、育児
や家事、健康管理等の生活一般に関する相談対応、家計管
理・育児等に関する専門家による講習会を実施することによ
り、生活の向上を図る。

2,621

Ｄ（本庁課・
室及び出先

機関）

3 6

1 2 4 1 2

710 3 6

4

保健福祉部
【その他】 【その他】

56

県南難病患者地
域支援連絡会議

難病患者の多様なニーズに対応し、総合的、効率的なサー
ビスを提供するため、保健・医療・福祉サービスの総合的な
調整及び地域における支援体制の整備を図ることを目的とし
て、行政、福祉機関、ボランティア団体等の関係機関が協議
を行う。

0
B(実行委員
会・協議会）

Ａ(本庁課・
室）

Ｂ（出先機
関）

2 3 8 11

保健福祉部【その他】 【その他】令和2年度は新型コロナウイルス
感染症拡大防止のため、書面開催とした。
よって成果を確認することができなかった。

食品生活衛生課

食品生活衛生課

食品生活衛生課

薬務課

薬務課

児童家庭課

県南保健福祉事務所

県南保健福祉事務所

会津保健福祉事務所

会津保健福祉事務所

会津保健福祉事務所

I（その他）

H(事業協力)

H(事業協力)

I（その他）

E(事業委託)



NO． 部局名 課名事業名
決算額
（千円）

事業形態 成 果 （結 果）実施機関 理　由事業概要

保健福祉部【その他】 【その他】
コロナウィルス感染症感染拡大防止のため
実施せず。

1 2 8 11

68

難病ボランティア
育成支援事業

難病患者及びその家族が住み慣れた地域で安心して暮ら
すために、ボランティア団体の育成を図り、地域づくりを推進
する。具体的には当所で実施する難病患者療養支援（医療
相談事業、患者会育成支援事業,更新受付相談)等に協力を
求め、活動の場を提供する。また、自己研鑽の場として難病
患者サポート勉強会への参加を呼びかける。

0 H(事業協力)
Ｂ（出先機

関）

2 8 11

保健福祉部
【その他】 【その他】

コロナウィルス感染症感染拡大防止のため
実施せず。

保健福祉部
【その他】 【その他】

コロナウィルス感染症感染拡大防止のため
実施せず。

64

児童に関する
ワーキンググ
ループ

会津障がい保健福祉圏域内における障がい児の支援体制
の構築を目指して、行政・NPO・社会福祉法人等の関係機関
が構成員となり、課題等について検討を行う。 0

B(実行委員
会・協議会）

Ｂ（出先機
関）

1

1 2 8 11

61

ＰＲに関するワー
キンググループ

会津障がい保健福祉圏域内における障がい福祉の取組に
ついて広く周知すること等を目指して、事業所・市町村等の
関係機関が構成員となり、課題等について検討を行う。 0

B(実行委員
会・協議会）

Ｂ（出先機
関）

62

重点検討事項に
関するワーキン
ググループ

会津障がい保健福祉圏域内における障がい福祉に関する
行政課題等について検討を行う場として、事業所・市町村・
医療機関等の関係機関が構成員となり、課題等について検
討を行う。

0
B(実行委員
会・協議会）

Ｂ（出先機
関）

1 2 8 1 2 6

保健福祉部
【その他】 【その他】

63

相談支援事業に
関するワーキン
ググループ

会津障がい保健福祉圏域内における障がい者の地域生活
への円滑な移行及び地域への定着を目指して、相談支援事
業の充実を図るため、圏域内の相談支援専門員が構成員と
なり、課題等について検討を行う。

0
B(実行委員
会・協議会）

Ｂ（出先機
関）

1 2 8 1 2 6

保健福祉部
【その他】 【その他】

65

精神保健福祉に
関するワーキン
ググループ

会津障がい保健福祉圏域内における精神障がい者の安定
した地域での生活を目指して、行政・NPO・社会福祉法人等
の関係機関が構成員となり、課題等について検討を行う。 0

B(実行委員
会・協議会）

Ｂ（出先機
関）

1 2 8 1 2 6

保健福祉部
【その他】 【その他】

66

サービス調整会
議

会津障がい保健福祉圏域内における処遇が困難な事例に
対して、圏域としてのバックアップ体制を構築するため、行
政・NPO・社会福祉法人等の関係機関が協議する。 0

B(実行委員
会・協議会）

Ｂ（出先機
関）

1 2 8 1 2 6

保健福祉部
【その他】 【その他】

67

自 殺 予 防 街 頭
キャンペーン

精神障がい者やその家族が地域の人々に理解され、地域生
活を継続するため、精神保健福祉ボランティアを育成し、管
内で７団体が活動中である。自殺予防対策強化月間等に、
啓発活動を一緒に実施する。

0 H(事業協力)
Ｂ（出先機

関）

1 2 8 11

保健福祉部
【その他】 【その他】

コロナウィルス感染症感染拡大防止のため
単独で実施。

69

難病ボランティア
育成事業

難病患者及びその家族が地域の人々に支えられながら安心
して生活するために、ボランティア団体の活動支援を図り、地
域づくりを推進する。当所で実施する難病患者支援（医療相
談会・交流会、特定医療更新申請等）に協力を求め、活動の
場を提供する。

0 H(事業協力)
Ｂ（出先機

関）

2 3 8 2 3 6

保健福祉部【その他】 【その他】

会津保健福祉事務所

会津保健福祉事務所

会津保健福祉事務所

会津保健福祉事務所

会津保健福祉事務所

会津保健福祉事務所

相双保健福祉事務所

70

リノベーション・ま
ちづくり専門家派
遣事業

各地域の商店街等の課題に対し、リノベーションの専門家を
複数回派遣し、各地域でリノベーションを実践させるととも
に、周辺課題にも対応することで、県全体としてのリノベー
ションまちづくりを活性化させる。

238 I（その他）
Ａ(本庁課・

室）

1 3 4

商工労働部【その他】 【その他】

アサヒグループ
商業コミュニティ
助成事業

東日本大震災により商業機能が喪失した地域や震災後の住
民避難等により高齢化が加速している地域において、日常
の買い物を通して地域住民のコミュニティを構築する事業に
対し支援を行うことにより、震災後の地域コミュニティの維持・
再生と復興まちづくりを推進する。※アサヒグループホール
ディングス株式会社との共催であり、助成金はアサヒグルー
プホールディングス株式会社が交付する。

0 F(補助)
Ａ(本庁課・

室）

商業まちづくり課

商業まちづくり課

1 3 5

71 商工労働部

【その他】 【その他】

2 3

会津保健福祉事務所

会津保健福祉事務所



NO． 部局名 課名事業名
決算額
（千円）

事業形態 成 果 （結 果）実施機関 理　由事業概要

72

鳥獣被害対策市
町村リーダー育
成高度化研修実
施業務

実地での被害実態の把握、地域の実情に応じた有効な対策
の検討及び対策技術の指導実践を行うなどにより、市町村
リーダーを育成する。 2,513

5

農林水産部
【その他】 【その他】

Ａ(本庁課・
室）

1 2 4 1 2

森林ボランティア
団体活動支援事
業

県民参加による緑化活動のより一層の推進を図るため、県
内各地域において、積極的な森林整備を行う森林ボランティ
ア団体へ支援を行う。 956

Ｄ（本庁課・
室及び出先

機関）
73

地域をつなぐ農
村交流活動事業

地域外の農村に興味のある人々と農村地域を結びつけ、農
村交流を通じた農村環境保全や地域コミュニティの維持を図
るための共同活動を積極的に行う取組に支援する。 10,756 農林水産部

【その他】 【その他】

1 3 3 5

農林水産部
【その他】 【その他】

75

林業研究グルー
プ交流促進事業

南会津町に福島県内の建築家やデザイナーを招待し、地元
林業事業者との交流を図りながら、南会津の新たな魅力創
出のためのプログラムを企画 200

Ｂ（出先機
関）

5

74

4

4 5 4

H(事業協力)

農林水産部
【その他】 【その他】

環境保全農業課

農村振興課

森林保全課

南会津農林事務所
Ｂ（出先機

関）

1

76

出前講座（ふるさ
と安全たんけん
スクール）

県の建設及び土木事務所において、土砂災害に関する知識
の普及、防災意識の啓発等を目的とし、県内の小・中学校の
生徒に対し、県で所有している土砂災害の仕組みが分かる
模型を使い、出前講座（ふるさと安全たんけんスクール）を福
島県砂防ボランティア協会とともに実施する。

0
Ｂ（出先機

関）
土木部 砂防課【その他】 【その他】

77

福島県自然の家
運営

各自然の家で実施する事業において、ボランティアの協力を
求め、活動の場を提供する。

0 H(事業協力)

1

Ｂ（出先機
関）

2 3 2 3

教育庁 社会教育課
【その他】 【その他】

78

地域学校協働本
部事業

青少年の体験活動やボランティア活動を支援する人材の情
報提供に関する体制を整備し、活動の活性化を図る。学校
や社会教育施設における青少年の体験活動や教科学習の
支援にあたる。

0 I（その他）
Ｂ（出先機

関）

3 5 3 4

教育庁
【その他】 【その他】

79

ふくしまの未来を
ひらく読書の力プ
ロジェクト

各地域で活躍できる子どもの読書活動に関わるボランティア
の育成や、専門的な研修により経験者のスキルアップを行
う。また、各市町村と連携を図り、保育所や幼稚園等でのボ
ランティアを活用した読み聞かせを行うなど、乳幼児期にお
ける読書活動推進にあたる。

1,076
C(情報交
換・意見聴

取)

Ｂ（出先機
関）

1 2 3 1 2 3

教育庁
【その他】 【その他】

80

チャレンジ！子ど
もがふみだす体
験活動応援事業

様々な機会にふくしまの今を伝える活動を行うなど、復興に
貢献しようとしている本県の子どもたちの想いを具現化する
機会を提供することで、主体的に復興に寄与する社会体験
活動に取り組み、新生ふくしまを担うたくましい子どもたちの
育成を図る。

77,149 F(補助)
Ａ(本庁課・

室）

2 3 4 2 3

教育庁
【その他】 【その他】

81

地域学校協働本
部事業（地域学
校協働活動事
業）

県内８つの中学校区において、地域の総合窓口としての「地
域コーディネーター」を配置し、地域住民等の協力を得て事
業を実施することにより、学校と地域住民等との連携協力体
制づくりを促進する。

50,000 H(事業協力)
Ｂ（出先機

関）

3 3

教育庁
【その他】 【その他】

82

地域学校協働本
部事業（放課後
子ども教室事業）

地域住民の参画を得て、小学生が安全で安心して活動でき
る放課後等の活動拠点をつくり、子どもの健全育成と安心し
て子育てができる社会の実現及び地域コミュニティの充実を
図る。

84,764 H(事業協力)
Ｂ（出先機

関）

3 3

教育庁
【その他】 【その他】

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

E(事業委託)

F(補助)

F(補助)

F(補助)

3 4 3



NO． 部局名 課名事業名
決算額
（千円）

事業形態 成 果 （結 果）実施機関 理　由事業概要

H(事業協力)

83

地域学校協働本
部事業（学校・家
庭・地域連携サ
ポート事業）

学校支援活動事業及び放課後子ども教室事業にかかる研
修会を実施し、コーディネーターの養成と資質向上、それに
携わるボランティア等の拡大及び学校の理解促進を図る。 614 I（その他）

Ａ(本庁課・
室）

5 5

教育庁
【その他】 【その他】

84

地域でつながる
家庭教育応援事
業

「親の学び」を支援するためにＰＴＡと連携し、親自身の学ぶ
機会が充実するよう支援する。また、学習プログラムを作成
し、家庭教育支援者をリードする人材を育成するとともに、企
業と連携して地域の家庭教育推進を働きかける。

927 I（その他）
Ｂ（出先機

関）

2 3 2 3

教育庁
【その他】 【その他】

85

生徒の心のサ
ポートのための
学習支援事業

被災によってつらい経験をし、安定した生活環境及び学習環
境を取り戻せてない生徒たちに対して、「学びの場」「居場
所」を設け、心のサポートに資する学習支援を行う。 26,090 E(事業委託)

Ｂ（出先機
関）

1 3 4 1 3

教育庁
【その他】 【その他】

86

県立高校コミュニ
ティ・スクール推
進事業

今年度導入した湖南、西会津、川口、次年度導入する川俣、
猪苗代、只見の県立高校６校において、教職員、地域住民
対象の研修会や講演会、生徒対象のワークショップを開催
し、地域住民が学校の地域課題探究活動に主体的に関わる
意識を醸成し、生徒・学校・地域が一体となった「学校を核と
した地域づくり」を支援する。

2,912
C(情報交
換・意見聴

取)

Ａ(本庁課・
室）

1 9 1 6 7

教育庁【その他】 【その他】

社会教育課

社会教育課

高校教育課

高校教育課

87

暴力団排除パト
ロール

県内主要８地区の繁華街を暴力団排除モデル地区とし、各
地区住民ボランティアと警察との合同による暴力団排除等の
警戒、広報、啓発活動を実施するもの。 265

Ｂ（出先機
関）

5

8

【その他】 【その他】
組織犯罪対策課

10 3 5

警察本部


